








(ｳ) 年報・紀要等の発行

美術館だより、案内パンフレット、年報、紀要等を発行し、近代美術館の活動を県内外に周知

するとともに、展覧会情報等を提供する。

ウ 万代島美術館展覧会開催事業 46,106（ 83,914）

国内外の優れた美術作品や県関係作品の鑑賞機会を提供し、県民の美術意識の高揚を図る。

(ｱ) 所蔵品展

花鳥風月展 4/ 1～ 4/10 (10日間)

ジャポニスムとナビ派の版画 4/17～ 5/23 (33日間)

絵画の成り立ち 3/ 5～ 3/31 （23日間）

(ｲ) 企画展

ビアトリクス・ポター展 6/ 4～ 7/11 (38日間)

籔内佐斗司展 7/24～ 9/26 (61日間)

物語の絵画 10/ 9～11/28 (46日間)

岩谷光昭写真展「ねこ」 12/11～ 2/20 （59日間）

エ 万代島美術館教育普及事業 977（ 1,005）

(ｱ) 美術講演会等の開催

専門家や関係者による講演会、美術鑑賞講座等を開催し、展覧会及び美術への関心や理解を深

める。

(ｲ) 紀要等の発行

美術館だより、案内パンフレット、紀要等を発行し、万代島美術館の活動を県内外に周知する

とともに、展覧会情報等を提供する。

オ 博物館協議会補助事業 85（ 285）

県内の美術館・博物館の健全な発展を図るため、県博物館協議会の活動経費に対し助成する。

・ 県内加盟団体 80館（平成21年度）

(2) 文化財の活用

ア 文化行政研修会 55（ 55）

(ｱ) 文化財指導者講習会の開催

文化財の保存・活用を推進するため、地域の文化財保護活動の指導者等を対象に、文化財に関

する専門的知識と技術について講習を行う。

・ 会場 県庁 募集数 100人

(ｲ) 青少年文化財講座の開催

青少年を対象に、実地学習や講義を通じて、郷土に根ざした文化財に関する基礎知識の習得を

図るとともに、文化財愛護思想の普及を図る。

・ 会場 佐渡市（予定） 募集数 30人

イ 文化財保護連盟補助事業 85（ 85）

文化財の保護・活用の推進を図るため、県文化財保護連盟の事業に対し助成する。

ウ 文書館教育普及事業 4,066（ 4,170）

(ｱ) 古文書等の収集保存

県内外に所在する新潟県の歴史に関する古文書、公文書、行政資料等の収集・保存・管理を行

う。

(ｲ) 古文書講座等の開催

古文書の解読と利用方法、取扱い方法及び地域との関わりについて学習し、知識技能の習得と



普及・啓発を図るため、古文書講座等を開催する。

・ 古文書解読講座 会 場：春期 燕市(予定） 秋期 文書館 各５回

募集数：春期 60人 秋期 150人

エ 文化財保護審議会開催 850（ 750）

県内に所在する文化財の保存及び活用について学識経験者が調査、審議する。

オ 文化財保護指導委員活動 2,000（ 2,000）

県内所在の指定文化財及び遺跡の巡視、管理者等に対する指導・助言及び文化財愛護思想の普及・

啓発を行う。

・ 年12回程度 委員 23人

カ 文化財保護助成事業（震災復旧分含む） 34,580（ 31,493）

国、県指定文化財の保存と活用を図るため、所有者等が行う文化財の維持管理や修理、及び中越

大震災・中越沖地震で被災した文化財の修復に要する費用の一部を助成する。

・ 補助対象 国指定文化財、県指定文化財

キ とうまる保護助成事業 100（ 100）

本県原産の国指定天然記念物である蜀鶏（とうまる）の育成・保存を図るため、保存団体の活動

経費の一部を助成する。

ク カモシカ生息概況等調査事業 7,504（ 3,119）

特別天然記念物のカモシカの生息動向、生息環境及び食害発生状況等に関する調査を行う。

・ 通常調査：越後・日光・三国山系、北アルプス ・ 特別調査：朝日・飯豊山系

ケ 文化財悉皆調査事業 112（ 100）

県文化財指定候補物件について調査し、指定のための基礎資料を作成する。

コ 銃砲刀剣類登録審査会開催 441（ 476）

登録審査員の審査に基づき、未登録の銃砲刀剣類を登録する。

サ 埋蔵文化財普及啓発事業 400（ 400）

(ｱ) 埋蔵文化財講座（一般対象）

埋蔵文化財及びその保護に関する県民の理解と関心を高めるため、埋蔵文化財講座を開催する。

・ 年４回（入門講座、展示施設等での学習会、発掘現場等での学習会、体験会 各１日）

(ｲ) 埋蔵文化財専門職員実務研修（市町村職員対象）

市町村職員の知識・技術の向上及び埋蔵文化財保護体制の強化のため、研修会を開催する。

・ 年３回（発掘調査の基礎、保存・分析技術、報告書作成等）

シ 埋蔵文化財発掘調査事業 1,895,056（2,491,585）

日本海沿岸東北自動車道、国道、北陸新幹線等の工事計画区域内に存在する遺跡について、発掘

調査及び試掘・確認調査を、財団法人新潟県埋蔵文化財調査事業団に委託して実施する。

ス 埋蔵文化財発掘調査補助事業 21,049（ 21,588）

市町村の行う埋蔵文化財発掘調査（試掘・確認調査）に要する費用の一部を助成する。

セ 世界遺産登録推進事業 46,685（ 68,443）

・ 佐渡金銀山遺跡の世界文化遺産登録を目指し、遺跡の価値を明らかにするための調査研究を行

うとともに、登録運動をアピールするためのシンポジウム等を開催する。

佐渡金銀山遺跡が世界に与えた影響についての調査委託

海外からの専門家の招聘

国際シンポジウム

・ 佐渡市が行う遺跡の調査・整備に要する費用の一部を助成する。



保 健 体 育 課

１ 健康でたくましい心身をはぐくむ教育の充実

(1) 健やかな心身をはぐくむ健康教育、体力つくりの推進

ア 保健教育の充実

(ｱ) 児童生徒健康管理費（検診委託料） 55,150（ 55,067）

児童生徒の定期健康診断を実施する。

(ｲ) 養護教諭新採用研修非常勤講師配置費 2,631（ 7,388）

新採用養護教諭に対し非常勤講師による指導を行い、学校における保健安全管理に関する認識

と理解を深め、児童生徒の保健安全の向上を図る。

(ｳ) 子どもの健康を守る地域専門家総合連携事業 ※

児童生徒の心の問題に対応するため、精神科医を派遣し相談体制を整備するとともに、児童生

徒の心身の健康課題解決のために専門医等と連携し、健康教育の推進と充実を図る。

(ｴ) 「性に関する教育」普及推進事業 ※

発達段階に応じた効果的な性教育を推進するための指導者研修会を開催する。

(ｵ) 学校歯科保健推進対策事業

むし歯や歯周疾患の予防を推進する。

・ 児童生徒の歯肉炎予防対策事業

・ 8020育成事業

・ 学校歯科保健功労者表彰

(ｶ) 薬物乱用防止教育推進事業

学校における薬物乱用防止教育推進のため、教員や指導者を対象とした薬物乱用防止教育指導

者研修会を開催する。

(ｷ) 学校保健・給食管理運営研修会 校長、教頭 626人（５会場）

イ 学校における食育の充実

新潟県「学校における食育」の指針に基づき、学校における食育を推進する。

・ 新採用栄養教諭研修 新採用栄養教諭 ６人

・ 栄養教諭教職５・12年経験者研修 栄養教諭 該当者なし

・ 食育研修会 栄養教諭 35人

（県立教育センターと連携実施）

ウ 学校給食の充実

(ｱ) 学校給食充実指導

安全な学校給食の実施のための指導を行うとともに、優れた実践に対する表彰等を通して学校

給食の充実と啓発に資する。

・ 完全給食充実指導

・ 優良学校等表彰事業 表彰対象 小・中学校及び共同調理場

(ｲ) 学校給食講習会等開催事業 1,552（ 1,795）

学校給食の円滑な運営と給食関係者の資質の向上を図るため、各種研修会等を実施する。

・ 新規採用学校栄養職員研修会 新採用学校栄養職員 ２人

・ 学校栄養職員５年経験者研修会 学校栄養職員 ８人

・ 学校栄養職員12年経験者研修会 学校栄養職員 ２人

・ 栄養教諭・学校栄養職員研修会 栄養教諭・学校栄養職員 230人

・ 学校給食運営研修会 学校給食関係者 250人



(ｳ) 給食実施事業 5,458（ 5,235）

夜間定時制高等学校における夜間給食の実施により、在学勤労青少年の健康保持に資するとと

もに、就学援助を図る。

・ 補食給食校 ４校 232人

エ 学校体育の充実

(ｱ) 児童生徒の健康・体力づくり推進事業 1,149（ 1,128）

体力向上の重要性について児童生徒及び保護者への啓発活動を実施するとともに体力つくりを

担う学校体育指導者の資質向上を図る。

(ｲ) 体力・運動能力調査

県内のすべての小・中・高等学校で体力テストを実施するとともに、児童生徒の体力・運動能

力に係る抽出調査を実施して現状を把握し、体力・運動能力の向上に努める。

・ 抽出校 小学校 3校 中学校 3校 高等学校 ５校 計 11校

・ 調査対象人員 小学校 288人 中学校 180人 高等学校 194人 計 662人

(ｳ) スポーツエキスパート活用事業 3,192（ 3,192）

競技力向上を目指す中学校等に外部指導者を派遣し、運動部活動の競技力向上と地域社会との

連携を図る。

(ｴ) 運動部活動地域連携促進事業 4,830（ 4,825）

地域と連携した外部指導者の活用により、高等学校の運動部活動の活性化を図る。

(ｵ) 学校体育実技指導協力者派遣事業 775（ 775）

学校体育実技指導協力者を小・中・高等学校に派遣し、学校体育指導者の資質向上を図る。

(ｶ) 学校体育講習会開催事業 1,800（ 1,795）

子どもの体力向上を図るための指導者養成研修会に、小・中・高等学校の体育担当教員を参加

させ、指導力の向上を図る。

・ 子どもの体力向上指導者養成研修 １会場 ４日 14人

・ 伝達講習会 ５会場

(ｷ) 学校体育大会等補助事業

児童生徒の体育・スポーツ活動の活発化と体力・運動能力の向上を図るため、学校体育団体が

学校教育活動として行う体育大会の開催及び全国大会参加選手派遣に助成する。

・ 新潟県小学校親善大会 761（ 761）

・ 中学校体育大会等 2,400（ 2,400）

・ 高等学校体育大会等 22,925（ 19,211）

・ 特別支援学校体育大会等 976（ 861）

(ｸ) 学校体育大会等共催事業

児童生徒の体育・スポーツ活動の活発化と体力・運動能力の向上を図るため、県が共催する学

校体育大会の適切な運営を図るための経費を負担する。

・ 北信越高等学校体育大会 560（ 1,120）

・ 北信越中学校総合競技大会 700（ 1,700）

(2) 安全・防災教育の推進

ア 安全・防災教育の充実

(ｱ) 交通安全指導者研修事業 301（ 271）

児童生徒の交通事故を防止するため、指導者の資質向上と児童生徒への安全教育の徹底を図る。

・ 小・中学校学校安全教育指導者研修会 ４会場 ４日 100人

・ 高等学校交通安全教育指導者研修会 １会場 １日 48人

(ｲ) 高等学校二輪車安全運転対策事業



高校生の二輪車運転技術やマナーを向上させるため、二輪車安全運転実技講習会を開催する。

(ｳ) 日本スポーツ振興センター災害共済給付負担金・交付金 221,304（ 221,196）

児童生徒の負傷疾病等にかかる災害共済給付金に対する設置者負担金及び保護者への給付金の

交付

(ｴ) 学校事故損害賠償費 4,398（ 4,376）

県立学校における施設設備の不備又は管理上の瑕疵等による事故に対する保険の負担金

(ｵ) 防災教育指導者研修事業

学校における防災教育推進のため、教員を対象とした防災教育指導者研修会を実施する。

２ 子どもたちの学びを支える学校教育環境の整備

(1) 安全・安心な学校づくりの推進

ア 防犯教室推進事業

学校における防犯教室推進のため、教員や防犯関係者等を対象とした防犯教室指導者研修会を開

催する。

イ 通学路の安全対策推進事業

通学路の安全確保のため、市町村教育委員会を対象とした通学路の安全対策推進検討会議を開催

する。

ウ スポーツ施設等安全管理講習会

水泳プール施設における事故を未然に防止するため、教員や市町村教育委員会等を対象とした水

泳プール安全管理講習会を開催する。

３ 競技スポーツの振興

(1) 競技スポーツの振興

ア 競技水準向上対策の推進組織強化

競技団体を中心とした学校、市町村等の連携による一貫性のある選手育成・強化システムに基づ

いた競技力向上を着実に推進するため、競技団体を統括する（財）新潟県体育協会に対して、事業

の実施や大会運営等に要する経費の一部を助成し、組織強化や活動の充実に努める。

・ 競技水準向上対策・運営費 18,654（ 30,578）

・ 新潟県体育協会事業補助金 4,386（ 4,386）

・ 新潟県体育協会大会補助金 4,000（ 9,000）

イ 新潟スーパージュニア養成事業

全国や世界大会で活躍する選手を育成するため、全国レベルの指導者の学校や地域への配置、ジ

ュニア期からの選手育成・強化事業を実施する。

(ｱ) 育成指導者配置事業 82,898（ 151,256）

優秀な競技実績を有する指導者等を学校・地域に配置して、ジュニア期からの競技水準の向上

を図るとともに、強化活動の中心となる教職員の負担軽減のため非常勤講師を配置する。

(ｲ) 新潟ジュニア育成事業 11,024（ － ）

ジュニア選手を対象に計画的・継続的に強化を実施することにより、将来の国体での競技力の

向上とトップアスリートの育成を図る。

(ｳ) スポーツ活動推進重点校強化事業 20,903（ － ）

高校生等の育成拠点となる学校を指定し、指定校が実施する強化活動等を支援することにより、

少年種別の競技力向上とトップアスリートの育成を図る。

(ｴ) 地域ジュニア競技スポーツクラブ育成事業 9,288（ 2,668）



市町村が主体となり拠点スポーツ施設において、年齢や学校枠を超えてジュニア層の育成・強

化を図る。

ウ 強化事業

国体選抜チームによる強化練習及び合宿、社会人・企業スポーツの強化等を実施する。

(ｱ) 国体強化事業 140,000（ 291,114）

国体選手の強化練習会や強化合宿を実施する。

(ｲ) 強化スタッフ支援事業 9,160（ 13,678）

アドバイザーコーチ、スポーツドクター、トレーナー等を派遣し、障害予防やコンディション

調整等、指導者や選手を側面的に支援する。

(ｳ) 社会人・企業スポーツ指定強化事業 3,360（ 6,360）

社会人スポーツ推進協議会等を開催し、強化に積極的に取り組んでいる企業チーム及び社会人

クラブチームを指定して強化合宿等を支援するなど、社会人スポーツの振興を図る。

エ 条件整備事業

強化活動の条件整備として、医科学的なサポートの導入促進等を行う。

(ｱ) スポーツ医科学サポート補助事業 2,168（ 3,000）

安全で効率的に競技力向上を図るため、健康づくり・スポーツ医科学センターを活用し、競技

スポーツ選手の体力測定、分析を実施する。

(ｲ) 特殊競技用具等補助事業「休止」 0（ 3,191）

高額な特殊競技用具等の購入費を助成する。

オ 国民体育大会への派遣

(ｱ) 北信越国民体育大会派遣費 富山県 36競技 31,986（ 5,158）

(ｲ) 国民体育大会本大会派遣費 千葉県 37競技 47,122（ 74,414）

(ｳ) 国民体育大会冬季大会派遣費 秋田県 ３競技 17,728（ 21,658）

カ スポーツ医科学の活用推進

(ｱ) 健康づくり・スポーツ医科学センター費 141,271（ 136,311）

スポーツに起因する傷害に対する適切な対応、及び実践的な科学的トレーニングへの支援を行

うため、健康づくり・スポーツ医科学センターの適切な運営を図る。

キ 県立スポーツ施設の整備

県民スポーツ活動の推進、競技水準の向上並びに各種大会開催のため、スポーツ施設の整備を推

進する。

(ｱ) 県立屋内総合プール施設整備・運営費 556,314（ 542,071）

県立基幹スポーツ施設の１つで長岡市にあるダイエープロビスフェニックスプールについて、

ＰＦＩ事業により運営を行う。

ク 社会体育施設維持管理

本県競技力の向上、県民スポーツ活動の推進を図るため社会体育施設の維持管理に努める。

(ｱ) 社会体育施設管理運営費 20,762（ 20,792）

県立社会体育施設の適正な運営・維持管理を図る。

(ｲ) 社会体育施設維持補修費 36,515（ 46,822）

県立社会体育施設の補修等を行い、機能維持・保全を図る。

ケ 全国高等学校総合体育大会開催準備事業 24,503（ 5,616）

平成24年度に本県（北信越ブロック）で開催される全国高等学校総合体育大会の円滑な運営等を

図るため、開催準備を進める。




